
農中総研　調査と情報　2015.1（第46号）22

最近の調査研究から 当社の定期刊行物に掲載された論文を紹介するコーナー

農林金融2014年12月号

農林金融2015年 1月号

各国の農業部門と農業関連産業からみる
東南アジアの成長

（若林剛志）

本稿は、東南アジアの農業部門および農業関連

産業の発展について、各国別統計データを用いて

論じたものである。

農業部門GDPは各国とも高成長を遂げた。同時

に、農業部門と密接な関係をもつ農業関連産業も

高成長を遂げた。

農民が農業関連産業の成長を享受できれば、貧

困削減や所得格差の是正につながる可能性がある。

農業関連産業との取引機会を得られるようにする

ための支援が求められる。

東南アジア諸国において、根強く残る貧困を削

減し、拡大しがちな所得格差を是正するためにも、

関係の深い農業部門と農業関連産業の状況を継続

的に把握していくことが求められる。

米国2014年農業法の農業所得安定化政策
（平澤明彦）

米国では農産物価格と生産費の高騰により農業

所得安定化政策の機能が低下していた。2014年農

業法は各種対応策の改良・刷新を進めた。高価格

下で必要性の薄れた直接固定支払いは廃止された。

主要作物については、①不足払い型支払いの保

証水準を大幅に引き上げて生産費の補償を図り、

また新たな軽微損失保険を提供した。いま一つの

選択肢である、②収入ナラシ型支払いには、きめ

細かな郡平均単収を採用し、また下限価格を導入

して中期的な値下がりの補償を図った。①②とも

に安定した補償と軽微損失補填を兼ね備えた。

酪農プログラムは乳価から利幅（乳価－飼料費）へ

と目標を転換した。生乳の不足払いを廃止して利

幅保険を導入し、乳製品の介入買入れは価格支持

から利幅の維持を目指すものに変更された。

2015年の内外経済金融の展望
（南　武志、山口勝義、木村俊文、王　雷軒、多田忠義）

世界経済は低成長リスクに直面している。先進

国・地域では自然利子率がマイナス状態であると

するサマーズ氏の「長期停滞論」によれば、その

是正には財政政策が有効で、金融政策には限界が

あるとしている。しかし、日米欧では積極的財政

政策が半ば封じられ、金融政策に大きな期待がか

けられてきた。15年も引き続き、金融政策の行方

に大きな注目が集まるだろう。

一方、消費税再増税が17年度に延期された国内

経済は、増税効果の一巡、政労使協調での賃上げ

努力に加え、日銀の追加緩和による円高阻止、足

元の原油など資源安メリットもあり、徐々に回復

力を強めていくだろう。労働供給制約に直面して

いることもあり、近い将来、適度な賃上げと安定

的な物価上昇の両立も視界に入ってくるだろう。

個人リテール金融をめぐる注目点
（重頭ユカリ）

日本再興戦略では、2020年を目途として、資金決

済の高度化や預貯金に偏っている金融資産を成長

マネーにシフトさせることを目指しており、NISA

の普及促進等により投資家層の拡大を図る等の具

体的施策を掲げている。

ただし、長期的には家計の預貯金は人口動態の

変化の影響を受け伸び悩むことが予想され、特に

地方圏ではそうした傾向が早く進むとみられてい

る。

また、金融資産を持たない世帯の割合は近年上

昇が続き、 3割を占めるに至っており、今後もそ

うした傾向が続くと、NISA等を活用して投資を行

えるのはごく一部の人に限られることとなる。日

本全体として成長が達成されたとしても、そこか

ら取り残される人が多くなることが懸念される。
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潮流 　農業金融の毀誉褒貶
情勢判断

1　総選挙での与党圧勝でアベノミクス路線は
継続

2　2014～16年度改訂経済見通し
（ 2次QE後の改訂）

情勢判断（海外経済金融）
1　利上げ時期に注目集まる米国市場
2　成長力が強まるフランス？　牽引力を弱める
ドイツ？

3　足元の中国経済と「中央経済工作会議」
4　リスク・オフ・ムードに押される新興・資源
国経済

今月の焦点
中国の利下げと今後の金融政策運営
分析レポート
ドイツにおける固定価格買取制度の動向
連載
米国の経済指標を斬る！
　可処分所得（１）
海外の話題

3度目のニューヨーク

2015年 1月号米の需給構造・生産調整見直しと
再生産維持の課題

（藤野信之）

稲作は主に都府県の兼業農家によって担われて
いる。兼業農家は、稲作の持続性確保に重要であ
る。世界最大の経営規模の豪州においても、兼業
が奨励されている。高齢農家は、主に世帯内新規
就農者によって世代交代されつつある一方で、離
農等によって規模拡大、農地集積も進みつつある。

14年産米価格は18年からの生産調整見直しも織
り込んで大幅下落したが、いまやスーパーがプラ
イスメーカーとなっている。下落後の農家手取価
格ベースで見ると、 2 ha以上層でなければ物財費
を上回らない。
米価維持には生産調整が必須であり、飼料用米

を中心とする多様な転作で需給を均衡させていく
必要がある。また、地域別生産費を基準とした不
足払い等のセーフティーネットが求められる。

（その他の研究成果　目次）
（情勢）

農産物輸出の実態と今後の展望
（清水徹朗）

はじめに
1　農産物貿易の動向
2　農林水産物輸出政策の展開
3　「農産物」輸出の内実
4　農産物の輸出先
5　2013年、2014年における輸出増大の内訳
6　課題と展望

（外国事情）

中国の農産物卸売市場の現状
（若林剛志、王　雷軒）

はじめに
1　中国の農産物流通と卸売市場
2　新発地農産品卸売市場
3　 新発地農産品卸売市場にみる農産物卸売市場の
現状と課題

潮流 　ルビコンを渡った政府・日銀
情勢判断
デフレ脱却を最優先した政策運営へ軌道修正
情勢判断（海外経済金融）

1　 海外減速懸念の一方、底堅く推移する米国
経済

2　 ユーロ圏を巡るリスクシナリオ
3　 力強さに欠けるものの、回復の兆しが出て
いる中国経済

4　商品安で二極化する新興・資源国経済
経済見通し

2014～16年度経済見通し
今月の焦点

2014年米中間選挙後の政策運営
分析レポート

1　 米国のマクロプルーデンス政策について
2　 日本の財政⑦：財政収支と公的債務残高

連載
1　指標観測
　　　製造工業生産予測指数の実現率
2　米国の経済指標を斬る！
　　　労働市場情勢指数（LMCI）
海外の話題
バスに乗って

2014年12月号
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